
課題解決に向けた
基本方向のキーワード

人材 場所 資金

基本方向に即した施策の推進に
あたり必要な３つの視点

人生100歳時代に向けて、全ての県民が
ともに支えあい、安全で安心して暮らせる
「いのち輝く住まいまちづくり」の実現

基本目標 （現行計画を継続）

ひと・プレーヤー

ストック
の有効活用

住み替え
の促進

安全・安心
な暮らしの
確保

地域資源
の活用

地域の状況に応じた施策の推進

■「課題解決に向けた基本方向のキーワード」や「第２回懇話会でのご意見等を踏まえ新たに設定したキーワード」から、「課題解決のための基本方向」を導く

【令和７・８年度住宅政策懇話会第２回資料３④】

課題解決のための基本方向
改定計画の基本方向について

Ｂ 世帯・住宅ストックに関する課題 Ｃ 住み替えに関する課題 Ｄ 空き家に関する課題
Ｆ 災害に関する課題 Ｇ コミュニティに関する課題Ｅ 住宅確保要配慮者に関する課題

Ａ 地域ごとの状況に関する課題

物価高・居住コストの上昇
・アフォーダブルな住宅

多様な住宅確保要配慮者への配慮
・障がい者、外国人、女性や若者等の居住

ストックの更新・性能向上
・ストックの建替、環境配慮・省エネルギー

ストックの流通
・相続空き家等の市場流通、性能の見える化

住まいの終活と再生
・高齢者の住まいへの想いや状況への対応
（地域に住み続けたい、現状八方塞がり、
元気な高齢者の楽しいシニア暮らし）

・住まいが傷む前からの対応
・マンションの終活

第２回懇話会でのご意見等を踏まえ新たに設定したキーワード

住生活のデータから見える課題

資料３①

課題解決のための５つの基本方向

既存住宅の有効活用と
良質なストック形成

地域の魅力・資源を活かした
豊かな住生活の推進

ライフスタイルに
適した住まいを
選択できる環境づくり

（課題A,B,Cに対応） （課題A,E,Fに対応）

（課題A,B,Dに対応）

神奈川らしさの共有
・海・山・都市部・観光地
・豊かな交通網
・郊外住宅団地、団塊ジュニアの多さ

（令和７・８年度住宅政策懇話会第２回資料３④）

（課題Aに対応）

地域コミュニティ活性化による
いのち輝く

住まいまちづくり

≪４つの基本方向の要素を包含する基本方向≫
（課題A,Gに対応）

住宅確保要配慮者の
安心な住まいの確保

基本方向１

基本方向３

基本方向２

基本方向４

基本方向５



改定計画の基本方向について

○様々なライフスタイルに適した地域ごとの住まいが充実する

戸建住宅 共同住宅 民間賃貸住宅

高齢者向け住宅居住サポート住宅

公的賃貸住宅 セーフティネット住宅

子育て支援施設併設型住宅

世帯

希望に沿った
住まいを選択

子育て世帯

○横ばい見込み
○狭い借家に住む世帯の多さ
○住宅の広さや間取りを重視する
世帯の多さ

◆現在の姿

高齢者世帯

○増加見込、高齢単身世帯の増加見込が顕著
○長年住み続けた地域への愛着
○住み替えへのハードル、消極的な住まい選択の懸念
○広い持ち家に住む世帯の多さ（バリアフリー化の停滞）
○日常の買い物などの利便を重視する世帯の多さ

○住宅ストックは充足（総世帯数の約1.11倍）
○市区町村ごとの人口・世帯の動向に相違
○世帯によって、住まいや周辺環境に対するニーズにばらつき
○地方移住や二地域居住など、住まい方の多様化
○居住サポート住宅の制度の創設等、住まいの選択肢は増加

若年世帯・若年者

○晩婚化、単身世帯の増加

夫婦のみ世帯等

○夫婦のみ世帯は増加見込

子育て世帯

高齢者世帯

若年世帯・若年者

夫婦のみ世帯等

≪住宅≫

○消極的な住まい選択をして現在の住まいに不満のある世帯が、
自発的に住まいを選択できる

◆将来の姿

≪地域性≫
都市部 郊外部

沿岸部 農村部

地域ごとの住まい

（１）ライフスタイルに適した住まいの充実

（２）住まいを選択できる環境づくり

○ 子育てに適した住まいの確保（目標３-(2)・(3)）

○ 高齢者の居住安定確保に向けた総合的な施策の推進（目標４-(6)）

基本方向１
ライフスタイルに適した住まいを選択できる環境づくり

◆想定される主な取組（現行計画の重点施策を中心に記載）

基本方向１について

○ 空き家の利活用による要配慮者向け住まいの確保（目標5-(1)-ウ）【強化】

○ 居住サポート住宅の供給促進【新規】

○ 公的賃貸住宅における子育て世帯への入居支援（目標３-(1))

○ 住まいや住み替えの相談体制の充実（目標４-(1)）【強化】

（高齢者世帯向け）

（子育て世帯向け）

・ ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅・かながわ安心賃貸住宅の登録促進など、空き家所有者、
居住支援法人、不動産業者等と連携した住まいの確保

○ より良い住まいの選択に向けた意識醸成（目標５-(2)-イ）【強化】
・ 住まいの選択に役立つ多様な情報の提供(建て方別・所有区分別等の

各々の特徴や取得等に要する費用 等）

・ 福祉施策や居住支援法人等と連携した住まいや住み替え等の相談窓口

・ 恵まれた自然環境（海・山など）を持つ地域の魅力を活かした多様な
住まい方、お試し居住、転居先の住まいや地域の魅力の情報発信

（若年世帯・若年者）
○ 若年世帯等のための住まいの確保【新規】
・ 公営住宅における単身者年齢要件の緩和

・ 居住支援法人や民間賃貸住宅の大家に向けた制度活用の働きかけ

・ 県公社における若者への家賃負担の低減

（ ）:現行計画における位置づけ(関連施策含む）
赤字:新規または現行計画の施策の強化

【居住サポート住宅】
居住支援法人等が大家と連携し、賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者に対して
「日常の安否確認」、「見守り」、「福祉サービスへのつなぎ」を行う住宅

資料３②
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○高齢者等の急増による、居住支援のニーズが高まる見込み
○若年層や女性への居住支援ニーズが顕在化
○市区町村ごとの民間賃貸住宅数にばらつき（居住支援のニーズに影響）
○居住支援法人によって、対象者、支援内容にばらつき
○市町村の居住支援協議会の設立が進んでいない

改定計画の基本方向について

（３）災害時における被災者の住まいの確保

○住宅確保要配慮者の実情に応じた地域ごとの居住支援体制が構築される

子育て世帯

○特にひとり親世帯は横ばい見込み

高齢者

○増加見込、高齢単身世帯の増加見込が顕著

外国人

○増加傾向

障がい者

○増加傾向

生活困窮者

○増加傾向（生活保護世帯）

被災者

○被災者の多様なニーズに応えられる
住まいの選択肢の増加（災害の事例より）

子育て世帯

高齢者

外国人

障がい者

生活困窮者

被災者

実情に
応じた
支援

（主な役割）
〇市町村居住支援
協議会の設立支援

○各市町村居住支援協
議会相互のパイプ役

○居住支援情報の統括

≪市町村居住支援協議会≫ ≪居住支援法人≫

法人同士の
つながり

住宅確保
要配慮者

基本方向２について

基本方向２
住宅確保要配慮者の安心な住まいの確保

◆現在の姿

◆将来の姿

○ 公的賃貸住宅による居住の安定確保（目標5-(1)-ア・イ）

○ 民間賃貸住宅を活用した居住の安定確保（目標５-(1)-ウ）【強化】

（２）地域の実情に応じた居住支援

○ 市町村居住支援協議会の設立促進（目標５-(3)）【強化】

○ 居住支援の取組の充実強化（目標4-(6)、５-(2)・(4)・(5)）【強化】

○ 居住支援の担い手の養成（目標４-(6)）

○ 被災者の住まいの速やかな確保（目標２-(2)）

○ 被災住宅の再建支援（目標２-(2)-ウ）

○ 災害に強い住まいまちづくりの推進（目標２-(1)）
（主な役割）
○得意分野の共有
○支援内容の補い合い
○多様な住宅確保
要配慮者への
支援のつなぎ

≪県居住支援協議会≫

（主な役割）
○福祉施策と連携した
地域に根差した支援

支援

不動産
関係団体

居住
支援
法人

市町村

県
不動産
関係団体

居住
支援
法人

市町村

・ 空き家等を活用したｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅や居住サポート住宅等の供給促進

・ 自立に向けたシェルター等、要配慮者向け住まいの確保

・ 多様な要配慮者の生活を支える関連部局との連携強化

・ 要配慮者向けの住まいや生活支援サービス等の支援情報の充実

・ 居住支援法人の取組の充実強化
（居住支援法人等による協働支援、空き家等を利活用した取組の促進）

○ 県内の広域連携協力体制の構築の検討【新規】

・ 地域ごとの交流会の開催

・ 協議会の設立や支援体制強化を検討する市町村に対する伴走支援

◆想定される主な取組（現行計画の重点施策を中心に記載）

（ ）:現行計画における位置づけ(関連施策含む）
赤字:新規または現行計画の施策の強化

（１）重層的な住宅セーフティネット機能の確保

○居住支援法人のつながりが強化される

・ 居住支援に対する支援主体の連携の充実

資料３③
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○ 空き家の利活用の促進（目標7-(3) ）【強化】

改定計画の基本方向について
基本方向３について

基本方向３
既存住宅の有効活用と良質な住宅ストック形成

◆現在の姿

◆将来の姿

マンション

○増加傾向
○横浜・川崎に多い
○リゾートマンションが多い

戸建住宅

○緩やな増加傾向
○戸建率は三浦半島・県西地域で高い

○市区町村でストックの状況に相違
○省エネルギー住宅や長期優良住宅の停滞
○マンション管理組合のみで行うマンション管理負担の懸念
○空き家の所有者が具体な方策をイメージできない懸念
○空き家事業者の多様な取組

公的賃貸住宅

○利用目的のない空き家が増加傾向
○空き家率は三浦半島・県西地域で高い

民間賃貸住宅

○緩やかな減少傾向

空き家

○緩やかな増加傾向
○横浜・川崎に多い

マンション

空き家

戸建住宅・民間賃貸住宅

公的賃貸住宅

○外部人材を活用した
マンション管理活動の充実

○マンションの適正管理・
円滑な再生

○利用目的のない空き家の適正な
管理による良質な居住環境

○所有者のニーズに応じた
空き家の利活用や除却の進行

○省エネ性能が向上した住宅、
長期優良住宅に認定された
住宅の充実

○所有者等による自発的な
維持・管理

○県営住宅等の建替えや
維持管理等による
性能が向上した住宅の充実

所有者支援

所有者支援

広域的に
バックアップ

広域的に
バックアップ

○住宅ストックの省エネ性能等が確保され、脱炭素社会の実現に向けた
良質な住宅ストック形成がなされる

○ 省エネルギー住宅の供給促進等（目標6-(1))

○ 既存住宅の流通促進（目標6-(2)・(4)）【強化】

○ マンションの適正な維持管理の支援（目標6-(5)-ア）【強化】

○ マンションの円滑な再生への支援（目標6-(5)-イ）

（３）空き家対策の推進

・ 空き家の適切な管理方法や管理代行などの普及啓発

・ ＺＥＨや太陽光発電の供給促進、長期優良住宅制度の普及促進

・ 適正な維持管理、メンテナンスによる長寿命化の推進

・ 安心してリフォームできる環境の整備

・ 管理組合及び区分所有者への支援・管理状況に応じた働きかけ
（セミナー・交流会の実施、アドバイザー派遣等の支援）

・ 管理計画認定制度の普及啓発

・ リゾートマンションの適正な維持管理の促進

・ 建替えやリノベーション、敷地の一部売却など多様な再生手法
に係る制度の普及啓発

○ 空き家化の予防（目標7-(1)）【強化】

○ 空き家の適切な管理（目標7-(2)）

・ 市町村、民間事業者と連携した空き家利活用の「プッシュ型」モデル事業
の実施

・ 空き家所有者向けの利活用に係る相談体制の充実

・ 市町村、民間事業者と連携した「空き家利活用促進体制」の構築の検討

◆想定される主な取組（現行計画の重点施策を中心に記載）

（ ）:現行計画における位置づけ(関連施策含む）
赤字:新規または現行計画の施策の強化

（１）脱炭素社会の実現に向けた住宅ストックの形成

（２）マンションの適正な管理と円滑な再生

○空き家において、空き家所有者が希望に応じて、管理・活用・除却の
方策を選択できる

○マンションにおいて、マンションの状態に応じた
マンションの管理・再生の円滑化が図られる

・ 空き家の所有者等に対する早期の意識啓発

・ 空き家の所有者等に対する早期の意識啓発

資料３④



・ 自然環境、観光資源、良好な居住環境、人材、NPO等の掘り起こし

改定計画の基本方向について
基本方向４について

基本方向４
地域の魅力・資源を活かした豊かな住生活の推進

三浦半島

○既に人口減少（1990年頃ピーク）
○中核市と沿岸部・農村部

横浜・川崎

○2030年頃人口ピーク見込
○郊外部の住宅団地の多さ

○豊かな交通網
○恵まれた自然環境
○郊外部の住宅団地の多さ
○豊富な観光地

湘南県央

○2020年以降、人口減少見込
○沿岸部・郊外部

県西

○2022年以降、人口減少見込
○政令市と郊外部・農村部

○横浜・川崎地域とそれ以外の地域での
世帯数・人口の相違

○高齢単身世帯の急増見込
○団塊ジュニア世代の多さ

（地域の特性:居住環境） （地域の特性：人口・世帯）

○既に人口減少（1995年頃ピーク）
○沿岸部・農村部

○ 地域の魅力を向上させる地域資源の掘り起こし（目標9-(1)）【強化】

（２）地域の課題解決に向けた取組促進
○ 空き家率の高い地域の課題解決に向けた取組促進

（目標1-(1)、目標9-(1)・(3)）【強化】
・ 空き家の利活用による二地域居住や移住・定住の促進

・ コミュニティ再生に向けた地域の魅力・資源の活用

○ 地域活性化プロジェクト等との連携による魅力ある住生活の推進【新規】

・ 三浦半島地域 【三浦半島魅力最大化プロジェクト】
（若者や働く世代から選ばれる「半島ライフ」、子どもから高齢者まで
安心して暮らせる未病改善の地域づくりなど）

・ 湘南地域 【かながわシープロジェクト】
（神奈川の海の魅力向上など）

・ 横浜・川崎地域 【都心居住・国際交流】
（国際交流シェアハウスの情報発信など）

・ 県央地域 【地域の特性を生かした移住・定住の促進】
（豊かな自然環境でのお試し居住など）

・ 県西地域 【県西地域活性化プロジェクト】
（未病改善の拠点活用・実践の促進など）

○ 地域の魅力・資源の情報発信【新規】

【横浜・川崎地域】【県央地域】

【県西地域】

【湘南地域】

・都心に残された貴重な自然環境
・開港以来、海外からの文化の取入

・丹沢・宮ケ瀬等の
豊かな自然環境
・水源地域

・相模湾沿岸の旧別荘地域
・湘南の美しい海岸線

・豊かな自然環境
・歴史・文化の資源

・ ＳＮＳ等を活用した情報発信

【三浦半島地域】
・三方海、変化に富んだ海岸線
・豊かな歴史文化遺産
・美しい景観

◆想定される主な取組（現行計画の重点施策を中心に記載）

（ ）:現行計画における位置づけ(関連施策含む）
赤字:新規または現行計画の施策の強化

（１）地域の魅力・資源の情報発信

（３）地域活性化プロジェクト等との連携による魅力ある住生活の推進

◆将来の姿

○地域資源を活かした地域の魅力が向上する

◆現在の姿

○地域の魅力・資源を活かした豊かな住生活の実現

○ コミュニティの活力低下が著しい地域の課題解決に向けた取組促進
（目標9-(1)）【強化】
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◆将来の姿

○外部人材等による地域コミュニティ活性化（または再生）の取組が
実施される

○活性化（または再生）の取組と併せて収益事業が実施された
持続的な取組となる

○活動拠点は、空き家等を利活用した取組の促進により、確保される
○地域住民は、活性化（または再生）の取組を通して、交流が生まれる
○地域住民の未病改善が図られ、地域コミュニティが活性化される

○高齢者の増加見込による、地域コミュニティ活動の担い手不足の懸念
○年少人口の継続的な減少傾向による、地域コミュニティの活力低下の懸念

≪地域に関わる人材≫

物件所有者
大家など賃貸物件の運営主体

住宅計画課で実施した地域活性化等の取組のヒアリング
における相手方の状況等を基に記載

基本方向５
地域コミュニティ活性化によるいのち輝く住まいまちづくり

改定計画の基本方向について
基本方向５について

地域住民
高齢者・子育て世帯・障がい者・若年者など

NPO不動産業者等

移住者

公社・市町村・県等居住支援法人

【未病改善とコミュニティ再生】

・健康づくりや居場所づくりなどの
取組により発生する、未病改善が図られた
健康な住民同士のコミュニケーションを
コミュニティ再生につなげる

・未病改善の効果検証として、
未病指標を定期的に測定

◆想定される主な取組（現行計画の重点施策を中心に記載）

（ ）:現行計画における位置づけ(関連施策含む）
赤字:新規または現行計画の施策の強化

（１）地域コミュニティの活性化に向けた取組の充実

（２）未病改善に向けた住生活の推進
○ 県営住宅における健康団地の取組の推進（目標9-(4)）【強化】

（３）多世代居住のまちづくりの推進

・ 指定管理者等を活用した健康団地の取組の拡充

○ 未病改善に向けた取組の民間住宅団地への展開【新規】

○ 担い手の養成・コーディネーター派遣（目標９-(2)）

○ 担い手のネットワーク化（目標６-(7)、目標９-(1)）【強化】

○ 先進的な取組事例の収集・情報発信（目標６-(7)、目標９-(1)）【強化】

○ 外部人材・組織を活用した地域コミュニティ再生（目標９-(2)）【強化】

・ 空き家等を利活用した取組の促進
（活動拠点の確保・空き家の流通による市場の活性化）

・ 外部人材・組織の掘り起こしや地域とのマッチング

・ 県主導のモデル事業の実施
（外部人材・組織、空き家等を活用した取組の実施、併せて持続可能な
ビジネス化に向けた収益事業の検証もおこなう）

・ 県内各地における取組事例の収集・情報発信を行い、県内各地へ展開

・ 多様な主体（居住支援法人、不動産業者、住まい手、コミュニティの担い手
など）をネットワーク化し、情報共有 等

・ 健康づくり（コグニサイズや健康体操など）の取組の情報発信

（上図）
神奈川県『健康・未病学習教材（高校生用副教材）』
第四版より

◆現在の姿
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空き家等

コミュニティ活性化・再生

利活用

外部人材・組織

参加

参加

【取組主体】

活動拠点
（取組主体）

地
域
ニ
ー
ズ
の
把
握

取
組
主
体
へ
の
参
画

【未病改善】 移住者

交流・
支え合い

高齢者

子育て

世帯
外国籍
県民

障がい者 若年者

地域住民

交流 支え合い

空き家利活用事業

＜収益事業を併せて実施＞


